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IASB Update 2026年 5月 
 
IASB Updateは、国際会計基準審議会（IASB）の予備的決定をハイライトしてい
る。これらの決定の影響を受けるプロジェクトは、作業計画で見ることができる。IFRS®

会計基準、修正、IFRIC®解釈指針に関する IASB の最終的な決定は、IFRS 財団
の「デュー・プロセス・ハンドブック」に示されているとおり正式に書面投票が行われる。 

IASBは 2026年 5月 18日から 20日に会議を行った。 

目次 
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 料金規制対象活動（アジェンダ・ペーパー9） 
 持分法（アジェンダ・ペーパー13） 
 無形資産（アジェンダ・ペーパー17） 
 企業結合 ― 開示、のれん及び減損（アジェンダ・ペーパー18） 
 キャッシュ・フロー計算書及び関連事項（アジェンダ・ペーパー20） 

維持管理及び一貫した適用 
 維持管理及び一貫した適用についての活動（アジェンダ・ペーパー12） 
 IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示（IFRS 第 18 号）（ア

ジェンダ・ペーパー12A-D） 
 公正価値オプションの修正（IAS第２8号）（アジェンダ・ペーパー12E-G） 
 引当金―的を絞った改善（アジェンダ・ペーパー22） 

 
リサーチ及び基準設定 

リスク軽減会計（アジェンダ・ペーパー4） 

IASBは 2026年 5月 19日に会合し、公開草案「リスク軽減会計」のコメント期間を延長するという利害関係者の要望を検
討した。 

IASB は、コメントレターの期限を 2026 年 11 月 30 日まで延長してフィールドワークの結果の最終的な提出日と一致させる
ことを決定した。 

13名の IASB メンバーがこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは公開草案に対するフィードバックを検討する。 

料金規制対象活動（アジェンダ・ペーパー9） 

IASBは 2026年 5月 18日に会合し、公表予定の IFRS会計基準書「規制資産及び規制負債」の導入及び一貫した適
用を支援するための計画についてのアップデートを受けた。 

関連情報： 
・ IASB Update原文はこちら 
・ IASBボード会議の要約のオーディオ
（ポッドキャスト）はこちら 

https://www.ifrs.org/projects/work-plan/
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/about-us/legal-and-governance/constitution-docs/due-process-handbook-2020.pdf
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/calendar/2026/may/international-accounting-standards-board.html
https://www.ifrs.org/content/ifrs/home/news-and-events/updates.html
https://www.ifrs.org/news-and-events/podcasts/#iasb-podcasts
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次のステップ 

IASBは公表予定の基準書を 2026年 5月に公表する予定である。 

持分法（アジェンダ・ペーパー13） 

IASBは、2026年 5月 20日に会合し、公開草案「持分法会計」における提案の再審議を継続した。 

関連会社の純損益及びその他の包括利益に対する投資者の持分の表示（アジェンダ・ペーパー13A） 

IASB は、関連会社の純損益に対する持分とその他の包括利益に対する持分の両方が損失で、その総額が関連会社に対す
る純投資の帳簿価額を超える場合に、投資者は最初に関連会社の純損益に対する持分を認識し、その後に関連会社のその
他の包括利益に対する持分を認識するという公開草案の提案を確認することを暫定的に決定した。 

 13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

 IASB は、投資者が純投資をゼロまで減額した後に関連会社の純損益に対する持分及び関連会社のその他の包括利益に対
する持分を引き続き認識するという公開草案の提案を撤回することを暫定的に決定した。 

 13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

IASB は、本プロジェクトの範囲に、投資をゼロまで減額した後に利益に対する持分の認識を再開する際に、投資者が最初に
認識すべきなのは関連会社の純損益に対する持分なのか関連会社のその他の包括利益に対する持分なのかに関する質問を
追加しないことを決定した。 

 13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

関連会社との取引―フィードバックについてのスタッフの分析（アジェンダ・ペーパー13B） 

IASB は、投資者が関連会社との取引から生じた利得及び損失の全額を認識するという提案に対するフィードバックの分析につ
いて議論するために会合した。 

IASBは何も決定を求められなかった。 

関連会社との取引―開示要求案に対するフィードバックについてのスタッフの分析（アジェンダ・ペーパー13C） 

IASB は、投資者が関連会社又は共同支配企業との「ダウンストリーム」取引から生じた利得又は損失を開示するという提案に
対するフィードバックの分析について議論するために会合した。 

IASBは何も決定を求められなかった。 

関連会社との取引―今後の方向性（アジェンダ・ペーパー13D） 

IASBは、IAS第 28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」と IFRS第 10号「連結財務諸表」との間の不整合に
ついての適用上の疑問点をプロジェクトの範囲に残すことを決定した。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 投資者が関連会社とのすべての取引から生じた利得又は損失を全額認識するのか、又は認識を制限するのかのいずれ
かを選択することを認める会計方針の選択肢を導入する。ただし、事業の移転に係る利得又は損失は例外とし、全額が
認識される。 
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b. 「投資者とその関連会社又は共同支配企業の間の資産の売却又は拠出」（2014 年）における修正を撤回するという
公開草案における提案を確認する。 

c. 関連会社との取引から生じた利得及び損失を制限することを選択する投資者には、事業ではない子会社に対する支配
の喪失に係る利得及び損失も制限することを要求するように、IFRS第 10号を修正する。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 投資者が利得又は損失の全額を認識することを選択する場合には、投資者は次の事項を開示する。 
i. 関連会社との取引から生じた利得又は損失の認識についての会計方針 
ii. 関連会社との「ダウンストリーム」取引から生じた利得又は損失（公開草案で提案されたように） 

b. 投資者が利得又は損失の認識を制限することを選択する場合には、投資者は次の事項を開示する。 
i. 関連会社との取引から生じた利得又は損失の認識についての会計方針 
ii. 関連会社及び共同支配企業との取引に係る制限された利得又は損失の期首残高から期末残高への調整表（次

の項目を含む） 
1. 制限された利得又は損失の期首残高 
2. 期首残高に含まれていた制限された利得又は損失のうち純損益に認識した金額 
3. 当期に制限された利得及び損失の金額（当期に純損益に認識した金額と区分して開示） 
4. 制限された利得又は損失の期末残高 

iii. 当期末現在の制限された利得又は損失の金額及びそれが財政状態計算書のどこに含められているか 
iv. 制限された利得又は損失が認識された包括利益計算書上の科目 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは公開草案における提案の再審議を継続する。これには次のものが含まれる。 

a. 関連会社又は共同支配企業との「ダウンストリーム」取引及び「アップストリーム」取引について開示すべき取引の範囲 
b. 関連会社又は共同支配企業との取引から生じた利得又は損失に関する情報の一部又は全部の開示の免除の導入の

可能性（開示が投資者又は共同支配投資者の利益を著しく損なうと見込み得る場合） 

無形資産（アジェンダ・ペーパー17） 

IASB は 2026年 5月 19日に会合し、認識された無形資産及び未認識の無形資産並びに関連する支出に関する情報に
対する利用者のニーズのリサーチについて議論した。これには次のことが含まれる。 

 フィードバック及びその他のリサーチ発見事項の要約 
 本プロジェクトの方向性についてのフィードバック及びリサーチ発見事項の考え得る含意 

IASBは何も決定を求められなかった。 

次のステップ 

IASBは次のことを行う。 

a. 協議グループに、本プロジェクトの方向性についての利用者の情報ニーズに関する発見事項の含意について意見を求める。 
b. 無形資産の定義及び関連するガイダンスの考え得る変更についての議論を開始する。 
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企業結合 ― 開示、のれん及び減損（アジェンダ・ペーパー18） 

IASB は、2026 年 5 月 20 日に会合し、公開草案「企業結合 ― 開示、のれん及び減損」における提案の再審議を継続
した。 

IASB は、企業結合の業績及び取得企業と被取得企業の営業活動の統合により期待されるシナジーに関する開示の提案さ
れたパッケージについて議論した。 

IASB は、業績及び期待されるシナジーの情報の提案されたパッケージの便益はコストを正当化するであろうと暫定的に決定し
た。 

13名の IASB メンバーのうち 7名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは公開草案における提案の再審議を継続する。 

キャッシュ・フロー計算書及び関連事項（アジェンダ・ペーパー20） 

IASBは 2026年 5月 19日に会合し、次のことについて議論した。 

 他の情報との関連付けの強化によるキャッシュ・フロー情報の分解の改善 
 財務活動から生じた負債の変動の開示の改善 

他の情報との関連付けの強化によるキャッシュ・フロー情報の分解の改善（アジェンダ・ペーパー20A） 

IASBは、次のものの追加を提案することを暫定的に決定した。 

a. キャッシュ・フロー計算書における科目の集約及び分解について、企業に次のことを要求する適用指針 
i. キャッシュ・フロー計算書における科目の分解の基礎として、財政状態計算書に表示している関連する資産又は負

債の科目の分解を使用すること 
ii. キャッシュ・フロー計算書における科目の分解が、財政状態計算書における関連する科目の分解（該当がある場合）

とどのように異なるのかを開示すること 
b. 科目の名称及び記述について、特徴が類似する項目については類似する名称を使用し特徴が異なる項目については異

なる名称を使用することを企業に要求する適用指針 
c. ある注記における情報が複数の基本財務諸表に関連している場合に、企業は関連する基本財務諸表のそれぞれにおい

て当該注記に相互参照することを要求される旨を定める適用指針 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

財務活動から生じた負債の変動（アジェンダ・ペーパー20B） 

IASB は、IAS 第 7 号「キャッシュ・フロー計算書」の第 44A 項における開示目的の明確化を提案することを暫定的に決定し
た。その明確化された目的は、財務諸表利用者が財務活動から生じた負債の変動に関して開示される情報を財政状態計算
書及びキャッシュ・フロー計算書と関連付ける能力に言及することとなる。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASBは次のことも暫定的に決定した。 

a. 次のことによって開示目的を満たすことを企業に要求することを提案する。 
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i. これらの負債の変動に関する情報を、財政状態計算書上の期首残高と期末残高との調整表を使用して提供す
る。 

ii. 上記(i)の期首残高及び期末残高の分解を、財政状態計算書における当該負債の科目及び注記において開示
している当該負債の項目に基づいて行う。 

b. 財務活動から生じた負債の変動を開示する企業に対して、追加的な資産及び負債（例えば、現金及び現金同等物）
の変動に関する情報を開示することを要求する提案はしない。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

IASB は、「純債務」という指標を定義しないという以前の暫定的な決定についても、より最近の決定を考慮に入れて議論した。 

IASB は、以前の決定に沿って、企業が純債務に関する情報を開示するという追加の要求事項の開発を探究しないことを暫
定的に決定した。 

13名の IASB メンバーのうち 8名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASBは、プロジェクト計画にあるトピックのそれぞれについて財務報告を改善する方法を引き続き検討する。 

維持管理及び一貫した適用 

維持管理及び一貫した適用についての活動（アジェンダ・ペーパー12） 

IASBは 2026年 5月 19日と 20日に会合し、次のことについて議論した。 

 IAS 第 12 号「法人所得税」が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示についての
適用上の疑問点（IFRS第 18号「財務諸表における表示及び開示」） 

 「公正価値オプションの修正」に関するプロジェクト（IAS第 28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」） 

IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の表示（IFRS 第 18 号）
（アジェンダ・ペーパー12A-D） 

IASB は 2026年 5月 19日に会合し、次のものを最終確定するという IFRS解釈指針委員会（委員会）が 2026年 3
月の会議で行った決定を検討した。 

a. アジェンダ決定「IAS 第 12 号『法人所得税』が適用される税金費用又は税金収益ではない税金又はその他の費用の
表示」（IFRS第 18号） 

b. アジェンダ決定「法人所得税以外の税金に係る納付の表示」（IAS第 1 号「財務諸表の表示」及び IAS第 12号）
及びアジェンダ決定「トン税の分類」（IAS第 12号）の更新 

IASBは、(a)のアジェンダ決定及び(b)のアジェンダ決定の更新に反対するかどうかを問われた。IASBは、IFRS第 18号の要
求事項を IAS 第 12 号が適用される税金費用又は税金収益ではない特定の税金又はその他の費用（法人所得税以外の
費用）に適用することの結果に関する懸念に対処するために IFRS会計基準書を修正するかどうかも検討した。 

IASB は、経済協力開発機構の第 2 の柱モデルルールにおける「対象租税」の定義を満たす法人所得税以外の費用を純損
益計算書の法人所得税区分に分類することを企業に要求するか又は認めるように IFRS 第 18 号を修正することを探究する
ことを決定した。 
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13名の IASB メンバーのうち 11名がこの決定に賛成した。 

IASBは、アジェンダ決定及び２件のアジェンダ決定の更新に反対するかどうかについての決定を延期した。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定を延期することに賛成した。 

次のステップ 

IASB は、IFRS第 18号の考え得る修正を進めるかどうかを決定する。また、アジェンダ決定及び２件のアジェンダ決定の更新
に反対するかどうかも決定する。 

公正価値オプションの修正（IAS第 28号）（アジェンダ・ペーパー12E-G） 

IASBは 2026年 5月 20日に会合し、公開草案「関連会社及び共同支配企業に対する投資についての公正価値オプショ
ンの修正」で示された提案について議論した。IASBは次のことについて議論した。 

a. 提案に対するフィードバック並びに当該フィードバックに基づく分析及び提案（アジェンダ・ペーパー12E-F） 
b. IAS 第 28 号の修正の書面投票のプロセスを開始するために取られたデュー・プロセスの手順（アジェンダ・ペーパー12G） 

フィードバック、スタッフ分析及び提案（アジェンダ・ペーパー12E-F） 

IASBは、どの企業が関連会社及び共同支配企業に対する投資を IAS第 28号における公正価値オプションを用いて測定す
ることに適格であるのかを明確化するという公開草案における提案について議論した。 

IASBは次の提案を最終確定することを暫定的に決定した。 

a. 特定の種類の資産への投資（IFRS 第 18 号の第 49 項(a)に示されている）を主要な事業活動として有している企
業は、IAS第 28号における公正価値オプションを選択することに適格である旨を明確化する。 

b. IAS第 28号の修正を、IFRS第 18号を適用するのと同時に、同じ基礎で適用することを企業に要求する。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

IASBは、将来の作業計画の優先事項の一部として、制限のない公正価値オプションを検討することも暫定的に決定した。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

デュー・プロセス（アジェンダ・ペーパー12G） 

IASBは、デュー・プロセスの手順及び IAS第 28号の修正に関する書面投票プロセスを開始することの許可の要請について議
論した。 

IASBは、修正を再公開せずに公表することを決定した。 

13名の IASB メンバー全員がこの決定に賛成した。 

13 名の IASB メンバー全員が、IASB が適用されるデュー・プロセスの要求事項に準拠してきたこと並びに修正の書面投票の
プロセスを開始するための十分な協議及び分析を実施したと納得したことを確認した。 

修正の公表に反対票を投じる意向を示した IASB メンバーはいなかった。 

次のステップ 

IASBは IAS第 28号の修正を 2026年半ばに公表する予定である。 
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引当金―的を絞った改善（アジェンダ・ペーパー22） 

IASBは 2026年 5月 18日に会合し、次のことについて議論した。 

 賦課金についての考え得る適用上の要求事項についてのモデルの詳細 
 これらの適用上の要求事項が公開草案「引当金―的を絞った改善」の第 14Q項で提案した要求事項に及ぼす影響 

賦課金についての適用上の要求事項（アジェンダ・ペーパー22A） 

2026 年 2 月の会議で、IASB は、公開草案で提案した「過去の事象」という認識の条件を賦課金についての適用上の要求
事項で補足することを暫定的に決定していた。それらの適用上の要求事項は、制限的な推定によって支えられる原則を定める
ものとなる。 

この会議で、IASBは次のことを暫定的に決定した。 

a. 制限的な推定を反証不能なものとする。 
b. 結果としての適用上の要求事項を次のようなものとして表現する。 

i. 全般的な要求 ― 過去の事象という条件は、賦課金の法制によって賦課金の支払が要求される経済的便益又は
活動（関連性のある経済的便益又は活動）について、企業が経済的便益を獲得したか又は活動を実施した時
点で満たされる。 

ii. 補強的な原則 ― 賦課金が支払われるには複数の経済的便益又は活動が必要とされる場合、関連性のある経
済的便益又は活動は、政府が賦課金を課そうとしている経済的便益又は活動を最もよく反映するものである。 

13名の IASB メンバーのうち 11名が(a)の決定に賛成し、13名の IASB メンバー全員が(b)の決定に賛成した。 

第 14Q項に及ぼす影響（アジェンダ・ペーパー22B） 

IASB は、IAS 第 37 号「引当金、偶発負債及び偶発資産」から、公開草案の第 14Q 項で提案した要求を省くことを暫定
的に決定した。 

13名の IASB メンバーのうち 12名がこの決定に賛成した。 

次のステップ 

IASB は、考え得る適用上の要求事項についての最終的な決定を行う前に、プロジェクトの方向性（追加の作業を実施する
かどうかを含む）を決定することを求められる。 


